年  月  日報告　　　年  月  日改訂　　改訂番号：

報告団体名

事業終了報告書
1．概要（1頁以内）
	プログラム名
	（初動対応期、緊急対応期）

	事業名
(日・英)
	

	開始日
	年　月　日
	終了日
	年　月　日
	日数
	日間

	団体名
（提携団体名）
	
	担当者名
/Email
	


	JPF助成総額
	円
	区分：政府支援金　　円、民間資金　　円

	支出額
	円
	％
	
	日本国内

（都市名）
	事業対象国名

	直接事業費
	円
	（　％）
	
	
	

	間接事業費
	円
	（　％）
	国際スタッフ
	人役
	人役

	返還金額
	円
	％
	現地スタッフ
	
	人役


	実施概要
	（事業で実施した活動とその結果をまとめて簡潔に記載）

	目指す
アウトカム
	アウトカムの達成度を測る指標
	直接裨益者数（「モニタリングシート」より転写）

	
	
	計画時
	終了時

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	アウトカムの指標、裨益対象の全てあるいはいずれかを変更した場合、または、終了時のアウトカムレベルの直接裨益者数が、計画時より大幅な増減がある場合は、その理由を詳述

	


2． 事業計画変更の記録（変更申請の対象となるもの）
	承認日
	変更区分
	変更内容の概要

	
	
	

	
	
	


3． アウトプットの達成度
1) コンポーネント1：（事業計画書に合わせて見出しを書き変え）
(1) 活動概要
(2) 計画値と実績（「モニタリングシート」より転写）
	ナンバリング
	目指すアウトプット
	アウトプットの達成度を測る指標
	直接裨益者数


	
	
	
	(計画時）
	(変更の場合）
	（終了時）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


指標、裨益対象、アウトプットの全てあるいはいずれかへ変更した場合は、その理由を詳述
終了時の直接裨益者数が、計画時並びに変更の場合のいずれかより大幅な増減がある場合は、その理由を詳述

2）コンポーネント2：
(1) 活動概要
(2) 計画値と実績　

	ナンバリング
	目指すアウトプット
	アウトプットの達成度を測る指標
	直接裨益者数


	
	
	
	(計画時）
	(変更の場合）
	（終了時）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


指標、裨益対象、アウトプットの全てあるいはいずれかへ変更した場合は、その理由を詳述
終了時の直接裨益者数が、計画時並びに変更の場合のいずれかより大幅な増減がある場合は、その理由を詳述
3）コンポーネント3： 
(1) 活動概要
(2) 計画値と実績
	ナンバリング
	目指すアウトプット
	アウトプットの達成度を測る指標
	直接裨益者数


	
	
	
	(計画時）
	(変更の場合）
	（終了時）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


指標、裨益対象、アウトプットの全てあるいはいずれかへ変更した場合は、その理由を詳述

終了時の直接裨益者数が、計画時並びに変更の場合のいずれかより大幅な増減がある場合は、その理由を詳述
4． 事業の自己評価とその根拠 

1）ニーズにあった支援だったか（CHS１、妥当性・適切性、被覆率）
・地域のどのようなニーズ、優先順位、リスク、脆弱性を把握し、どのようにそれに対応できたか、把握の精度は高かったか。
・他の地域ではなく対象地を選定したロジックは妥当だったか。。
・支援内容や裨益者の変更が必要になった場合、それはどのような理由に依るのか。
・カウンターパートの選択や協力の仕方は適切であったかどうか。
2) タイムリー・効果的な支援だったか（CHS２、有効性、被覆率）
・事業目標はどの程度達成されたか（事業全体について）。目標達成を促進した要素、障害となった要素は何であったのか。

・支援はタイミング、質、量の面で目的を果たしていたか。
・プログラムの計画や評価にあたっては、人道分野全般にわたり実践されている関連基準や最低基準や優れた取組みを活用したか。できなかった場合はどのような問題があったか。
・初動対応の場合、十分に迅速な支援が実施できたか。今後さらに改善の余地はあるとしたらどのようなことか。
3) 地域の対応力を高め、負の影響を未然に防ぐ支援だったか（CHS３、インパクト、連結性または持続可能性）
・地域の主体性をどの程度重視し、それに応じて信頼性を満たした事業実施ができていたか。
・地域社会がもつ既存の回復能力（体制、組織、指導者、支援ネットワークなど）は把握され、事業実施の参加が促され、能力は強化されたか。
・全ての被災者グループの平等な参加は促され、特に疎外されやすく脆弱な人々への配慮はなされたか
＜短期の緊急支援活動の場合＞

・中長期の活動への連結性がどのように確保されたか、中長期に想定される課題をどのように念頭に置いて活動したか。

＜中長期の復興支援、人道支援の場合＞

・事業計画書に記載の「持続発展性」はどの程度達成されたか。

・事業撤退後に事業効果/便益が継続するように、どのような仕組み作りを行なったか。
・どのような出口戦略を取ったか。段階的なPhase outの戦略があり、それに沿った支援パッケージであったか。
・事業を実施したことにより、個々の裨益者に対して、社会・経済・技術・環境、平和構築等、どのような広義の効果があったか。意図した効果と、意図しなかった効果、肯定的な効果と否定的な効果について、該当することをそれぞれ記載する。
4) 調整・相互補完がされた支援だったか（CHS６、被覆率、一貫性）
・国や行政の政策や、他の支援団体とどのように連携・調整をした上で事業を実施したか。
・国連のクラスター会合、受入れ国政府等とどのように連携・調整を行なって事業を実施したか。
・対応できていないニーズについては、対応実績や権限のある関係者・団体につなぎ、もしくはひろく対応
を求めたか。
・支援は安全・開発・人道支援政策と一貫性をもつものとなっていたか。
5) 被災したコミュニティや人々の意見や苦情は聴取され継続的に改善された支援だったか（CHS4，CHS5,CHS7）
・参加のレベルが時期によって異なることは必然であるが、被災したコミュニティや人々と支援段階に見合った対話の機会が設けられ、意見は学びとして活かされ、支援の改善に役立てられたか。
・苦情や要望を聴取する仕組みが整えられ、対応され、支援の改善に役立てられたか。
・支援は継続的にモニタリングされたか。
・モニタリング、フィードバックや苦情対応過程は、プログラムの計画や実施の変更や改善につながったか。
5． 学び
・「4．事業の自己評価とその根拠」での自己評価に基づき、特筆すべき成功や改善が必要な点は何か。
・より正確なニーズの把握や、より妥当な事業地の選択、または、よりタイムリーで効率的な事業実施のために、今後なにをすべきか？
・計画・実施上の工夫はあるか、過去の教訓から導き出して適用したことがあったか？
6． 事業管理体制（上手くいった点、いかなかった点を、理由を含め記載）
1) 人員配置

　
2) 資金管理（CHS９）
・リソースは合意された計画・目標・予算と時間枠に沿って使用され監視されていたか。
3) 安全管理体制

7． 想定していたリスクへの対応（想定していたリスクに対応した場合のみ記載）
8． 広報実績（広報計画書を踏まえ、広報実績を掲載先のリンクなどを含めて記載するか、ソフトコピーを参考別添）
9． その他の報告事項
10． 理論的枠組み（ログ・フレーム）
（事業計画書のログフレームを転写する）
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